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５. その他分野：教育・研究分野への女性の参画 

（１）教育・研究分野への女性の参画に関する参画実態  

女性研究者の割合は、政府機関や高等研究機関では 30％を超えているものの、民間ビジ
ネスセクターでの研究者割合は 20％台となっている。 

図表 3-26 フランスにおける女性研究者割合 

セクター 2000 2001 2002 2003 2004 
ビジネスセクター 20.6% 20.1% 20.9% 20.3% 20.7% 
政府機関 30.8% 34.1 32.1% 32.0% 32.7% 
高等研究機関 32.2% 32.5 33.0% 34.1% 33.9% 

（出所）Eurostat（http://epp.eurostat.ec.europa.eu：2008.02ｱｸｾｽ）より作成 

研究者における女性の割合が少ないことの原因の一つとして、理系に進学する女性の割

合が少ないことが挙げられる。欧州連合の統計によると、科学技術系卒業者が 20－29歳の
人口 1,000人当たりに占める割合が、男子学生は 22.5であるのに対して女子学生は 12.5で
あり、女子は男子のほぼ半分となっている。 
 

図表 3-27 フランスの理系高等教育卒業者割合（対1,000人） 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

1998 1999 2000 2001 2003 2005
（年）

（％）

全体

女子

男子

 

（注）20-29歳の公立・私立の高等教育卒業者数。ただし、労働市場における求職中の
卒業者数とは一致しない。 

（出所）Eurostat（http://epp.eurostat.ec.europa.eu：2008.02ｱｸｾｽ）より作成 

 
また、フランスの国家公務員において高級職を多く輩出する国立行政学院（Ecole nationale 

d’administration :ENA）において、女性割合は年によって異なるが、応募数の総計では女性
は全体の応募者の 35％前後となっている。 
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図表 3-28 ENA入学者の女性の比率 

  1996 1997 2002 
  女性 総計 女性 

比率 
女性 総計 女性 

比率 
女性 総計 女性 

比率 
応募数    691    1,875   36.9% 653 1791 36.5%   568    1,566   36.3% 
合格者数    32      100   32.0% 36 100 36.0%     42      116   36.2% 
  2003 2004 2005 
  女性 総計 女性 

比率 
女性 総計 女性 

比率 
女性 総計 女性 

比率 
応募数    672    1,724   39.0% 653 1,745 37.0% 690  1,754 39.0% 
合格者数     28      100   28.0% 30 118 25.0% 40  90 44.0% 

（出所）INSEEウェブサイト（http://www.insee.fr/fr/ffc/chifcle_fiche.asp?tab_id=65：2008．
02ｱｸｾｽ）より作成 

 

（２）教育・研究分野への女性の参画に関する取組 

教育分野では、女性の技術・科学分野への進出を促進する狙いから、政府が技術・科学

分野を専攻するバカロレア99を取得し、女性が 40％以下の分野に進学したいと考えている大
学に進学する女子学生に奨学金として与える制度を設け、1年に 600人の学生に 1,000ユー
ロの補助金を出している。 

 

（３）今後の課題 

フランスでは女性の理系専攻者が少ないため、理系の学問のように従来女性向けとされ

てこなかった学問についても、女性が自由に専攻として選択できるように、環境づくりの

支援を実施することが重要と考えられている。 
教育分野において女性が自由に学問を専攻していくことによって、民間分野で女性の進

出が少ない分野においても、女性の参加が促進されることが期待されている。 
 

                                                
99 中等教育終了時の国家試験。大学入学資格が与えられる。 
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